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1. はじめに 

1-1. 研究の背景と目的 

住宅不足の時代に建設された大量の団地は、建物の老

朽化、急激な尐子高齢化、地域の中での団地の役割の変

化等から近年、再生の時期を迎えている。 

一方、団地は公的住宅であり、低建蔽率、低容積率で

開発され、緑豊かなものが多く、敷地を誰もが利用可能

という点が特徴的であり、時間とともに高密化してきた

周辺地域にとって、団地の屋外空間は貴重な資源である。 

近年、都市再生機構(以下、UR)の団地再生事業は、建

物を高容積化することにより発生する余剰敷地の一部を

民間事業者に譲渡するケースが多くなっている。民間事

業者に敷地を譲渡することにより、現代生活に対応した

住環境を提供すると共に、時代のニーズに合った施設等

を導入し、周辺地域を含む地域の総合的な居住環境に寄

与するまちづくりを実施している 1)。団地再生事業は、

団地内だけではなく、周辺地域の課題解決の契機となり

え、周辺地域の状況を考慮し、必要な施設・空間を整備

すること、団地と周辺地域との境界を無くし、団地を周

辺地域に溶け込ませ融合していくような連携的住環境整

備を目指すことが重要である 2)。 

しかし、団地内のみの再生の視点に留まっている再生

事業もある。また、民間事業者に譲渡した敷地(以下、民

間譲渡敷地)は、地域の貴重な資源、誰もが利用可能等の

団地の屋外空間の良さを失ってしまう懸念がある。再生

事業を通して民間譲渡敷地、周辺地域と関係をもった計

画を図ることが大切であると考える。 

本研究では、民間事業者への土地譲渡を伴う UR 団地

再生事業を対象に、再生事業の特徴を把握する。周辺地

域、団地敷地の概要を把握した上で、指標を設定し、周

辺地域と団地敷地を分類し、特徴を把握する。周辺地域

と団地敷地の関係からみた各タイプの屋外空間の配置

の特徴、それから導出できる要因を明らかにすること

を目的とする。 

1-2. 用語の定義 
本研究で用いる「団地敷地」、「UR 敷地」、「整備敷

地」、「民間譲渡敷地」、「その他敷地」の定義を以下に

示す(図 1-2.1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1-3. 研究の位置づけ 

本研究に関連する研究は、数多くなされており、特

に屋外空間を扱った研究では、団地と周辺地域との関

係性に着目した研究 2)、3)、民間事業者への土地譲渡を

伴う団地再生事業に着目した研究 4)、5)がある。団地の

周辺地域に着目した研究、民間譲渡敷地に着目した研

究はなされているが、周辺地域と民間譲渡敷地の両敷

地に着目して屋外空間を扱っている研究は見られない。 

 本研究では今までの UR 敷地と周辺地域の 2 者間の

関係に民間譲渡敷地を加えた 3 者間の関係に着目する。 

Abstract 
近年の団地再生事業は、民間事業者に敷地の一部を譲渡し、施設等を導入しているケースが多く

なっている。民間事業者に譲渡した敷地は、周辺地域の課題解決の契機になり得る一方で、団地な

らではの屋外空間の良さを失ってしまう懸念がある。そこで、本研究では、民間事業者に譲渡した

敷地を含めた団地敷地と周辺地域の関係からみた屋外空間の配置の特徴、それから導出できる要因

を明らかにすることを目的とした。その結果、周辺地域、団地敷地ともに 3 分類し、その関係から

みた対象団地 10 タイプの特徴、地域の動線となるような歩行者路を設けている団地、人を引き込む

ような設計になっている団地、周辺地域に溶け込ませるような設計になっている団地等、屋外空間

の配置の特徴は 7 種類あること、その特徴から導出できる要因を示した。 

図 1-2.1：用語の定義 



1-4. 研究方法 
団地再生事業の実績が多いURを対象とし、文献調査、

ヒアリング調査により、団地再生事業の特徴を把握する。

また、民間事業者への土地譲渡を伴う UR 西日本支社の

団地再生事業(20 団地)を対象に、文献調査、現地調査に

より、周辺地域、団地敷地の概要を把握した上で、周辺

地域、団地敷地の空間条件に関する指標を設定し、主成

分分析を行う。主成分分析の結果をもとにクラスター分

析(ユークリッド距離による階層的クラスター分析、Ward
法)を行い、周辺地域、団地敷地を分類し、特徴を把握す

る。以上より、周辺地域と団地敷地の関係からみた屋外

空間の配置の特徴、それから導出できる要因を明らかに

する。 

 

2. 近年の UR 団地再生事業の特徴 

2-1. 本研究の調査対象 

UR は管理団地を 4 つの基本的類型(注 1)に位置付けてお

り、団地再生戸数が最も多い西日本支社を調査対象とす

る(表 2-1.1)。 

 

 

 

 

 

 

 
 
2-2. 近年の UR 団地再生事業の特徴 

近年の UR 西日本支社の団地再生事業は、整備敷地を

有しており、整備敷地を民間事業者へ譲渡するケースが

多い。民間譲渡敷地は、戸建住宅、集合住宅、高齢者福

祉施設等として活用されている(図 2-2.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2-3. 土地譲渡を伴う団地再生事業の流れ 

新規に建設する賃貸住宅戸数は、戻り入居者(注 2)数を基

本に決めており、その数によって UR 敷地の面積が決ま

る。団地再生事業は通常の場合、2 工区(先工区、後工区)

に分けて工事を行い、先工区には戻り入居者用の住宅

を建設する。後工区に整備敷地が生じる場合、高齢者

福祉施設、公営住宅等の公的利用の需要がないか公共

団体と協議がなされ、その後、民間事業者へ土地が譲

渡される。民間事業者へ土地を譲渡する場合は、譲渡

する際の用途、条件を決定後、民間事業者に公募し、

計画案を審査する。 

2-4. 土地譲渡を伴う団地再生事業の課題(注 3) 

事業収支を優先すると、空間への配慮が希薄になり、

空間への規制を厳しくすると、土地の譲渡が困難にな

るという①事業性と規制のバランスと、②旧住民と新

住民のコミュニティをどう作っていくかという大きく

2 つの課題がある。 

 

3. 周辺地域の空間条件 

3-1. 対象団地 

 UR 西日本支社の団地再生事業 48 団地のうち、民間

事業者への土地譲渡を伴う団地再生事業を対象とする。

ただし、民間譲渡敷地の譲渡先がひとつも確定してい

ない 5 団地(2011 年 12 月現在)、団地敷地の一部をス

トック再生実証試験の住宅として活用している特殊な

例の 1 団地を除き、20 団地を対象とする。 

3-2. 周辺地域の範囲の設定 

既往研究 6)、7)を参考に、団地敷地の重心から半径

500m圏域を本研究における周辺地域の範囲とする。 
3-3. 主成分分析による周辺地域の特性 

 周辺地域の特徴を把握するため、周辺地域の空間条

件に関する指標を変数として、主成分分析を行った結

果(表 3-3.1)、第二主成分までの累積寄与率は 51.5(%)
となり、第一主成分は、「都心までの近さ」、「最寄駅ま

での近さ」の値が正に高く寄与していることから、「ア

クセス性の軸」、第二主成分は、「施設尐数型(注 4)」が正

に高く寄与し、「施設充実型(注 4)」が負に高く寄与して

いることから、「周辺施設状況の軸」と解釈した。 

3-4. 周辺地域の分類と特徴 

クラスター分析を行い、周辺地域の分類を行った(表

3-4.1)。クラスターⅠは、アクセス性が良いこと、施

設数が尐ないことが特徴であり、施設数が尐ない分、

再生に伴い、団地敷地に新しい施設を導入しているケ

ースが多い。したがって、団地敷地内と周辺地域より

外側が生活の中心になり、人によって生活圏に違いが

あると考え、「生活圏分散型」とした。クラスターⅡは、

アクセス性が非常に良く他都市等へ行きやすいこと、

施設が充実していることより、生活圏が広範囲に及ぶ

と考え、「生活圏広範型」とした。クラスターⅢは、ア

クセス性が良くないこと、施設が充実していることよ

り、周辺地域が生活の中心になり、生活圏が集中する

と考え、「生活圏集中型」とした(図 3-4.1)。 

表 2-1.1：UR 支社別基本的類型の管理戸数(戸) 

出典：「UR 賃貸住宅ストック再生・再編方針」引用により筆者作成 

図 2-2.1：UR 団地再生事業の特徴 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 団地敷地の空間条件 
4-1. 主成分分析による団地敷

地の特性 

団地敷地の特徴を把握する

ため、団地敷地の空間条件に関

する指標を変数として、主成分

分析を行った結果(表 4-1.1)、
第二主成分までの累積寄与率

は 35.1(%)となり、第一主成分

は、「UR 敷地面積」、「民間譲渡

敷地面積」の値が正に高く寄与

していることから「再生規模の

軸」、第二主成分は、「広場配置

_民間譲渡敷地側」、「敷地割_

囲み分割」が正に高く寄与し、

「敷地割_2 分割」が負に高く

寄与していることから、「民間

譲渡敷地との接点の軸」と解釈

した。 

4-2. 団地敷地の分類と特徴 

クラスター分析を行い、団地

敷地の分類を行った(表4-2.1)。
クラスターＡは、敷地規模が小

規模なこと、UR 敷地と民間譲

渡敷地の間に道路が設けられ

ておらず、敷地同士が非常に密

着していることから「敷地密着

型」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4.1：周辺地域のデンドログラムと概要 

表 3-3.1：主成分分析の変数と主成分負荷量(周辺地域) 

図 3-4.1：各クラスターの特徴、模式図、典型例(周辺地域) 

表 3-4.1：周辺地域のデンドログラムと概要 



クラスターＢは、敷地規模が中規模なこと、UR 敷地と民

間譲渡敷地の間に道路が設けられており、敷地同士が密

着していないことから「敷地独立型」とした。クラスタ

ーＣは、敷地規模が大規模なこと、UR 敷地と民間譲渡敷

地の間に道路が設けられている場所といない場所がある

ことから「敷地大規模型」とした(図 4-2.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 各タイプの屋外空間の配置の特徴 

5-1. 周辺地域と団地敷地の関係 

 周辺地域、団地敷地の第一主成分と第二主成分が軸

の散布図を重ね合わせると、クラスターⅠの団地は、

クラスターＡ、Ｂ、Ｃに分かれ、各々2 種類(注 5)ずつの

計 6 タイプの関係、クラスターⅡの団地は、全てクラ

スターＢに属し、1 タイプの関係、クラスターⅢの団

地は、クラスターＡ、Ｂ、Ｃに分かれ、計 3 タイプの

関係がある。以上より、周辺地域と団地敷地の関係か

らみると対象団地は 10 タイプに分類できる。 

5-2. 各タイプの屋外空間の配置の特徴 

 各タイプの屋外空間の配置の特徴とその要因を表

5-2.1 に示す。[タイプⅠ-②-Ａ]は、UR 敷地内を重視

するような配置である「UR 敷地重視型」、[タイプⅠ-

③-Ａ] 、[タイプⅠ-③-Ｂ]は、UR 敷地、民間譲渡敷

地、周辺地域の空間のつながりは希薄であるが、機能

で補完している「機能補完型」、[タイプⅠ-④-Ｂ]は、

広場は UR 敷地内を重視するような配置だが、地域の

動線となるような歩行者路を設けている「地域動線型」、 

[タイプⅠ-①-Ｃ]、[タイプⅠ-④-Ｃ]、[タイプⅢ-④-

Ｂ]は、民間譲渡敷地をすべて住宅として活用しており、

周辺地域に溶け込ませようとしている「なじませ型」、

[タイプⅡ-②-Ｂ]は、駅の方角側に広場等を設け開放

的な設計であり、その逆側は閉鎖的な設計である「半

開放型」、[タイプⅢ-②-Ａ]は、UR 敷地と民間譲渡敷

地の境界に入口、周辺地域側の沿道、民間譲渡敷地側

に広場を設け、つながりをもつような設計である「開

放型」、[タイプⅢ-①-Ｃ]は、地域の動線となるような

歩行者路を設ける、多様な施設を導入する等、様々な

方法により団地敷地に人を引き込むような設計になっ

ている「引き込み型」であることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1.1：主成分分析の変数と主成分負荷量(団地敷地) 

表 4-2.1：団地敷地のデンドログラムと概要 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 結論 

周辺地域を「アクセス性の軸」、「周辺施設状況の軸」

により、「生活圏分散型」、「生活圏広範型」、「生活圏集中

型」に 3 分類し、団地敷地を「再生規模の軸」、「民間譲

渡敷地との接点の軸」により、「敷地密着型」、「敷地独立

型」、「敷地大規模型」に 3 分類した。 

周辺地域と団地敷地の関係からみると、対象団地は 10
タイプに分類でき、屋外空間の配置の特徴は「UR 敷地重

視型」、「機能補完型」、「なじませ型」、「半開放型」、「地

域動線型」、「引き込み型」、「開放型」の 7 種類あること

が明らかになった。また、各々の特徴から、「UR 敷地重

視型」は団地敷地が小規模、もしくは隣接する街区に建

物が尐ないこと、「機能補完型」は、敷地割が 2 分割であ

ること、「なじませ型」は団地敷地が大規模であり、周辺

地域が低層戸建住宅地であること、「半開放型」は隣接す

る街区に戸建住宅があり、コミュニティに問題がある可

能性があること、「地域動線型」は教育施設を多く有する

_________________________________________________ 

【補注】 
(注 1)「UR 賃貸住宅ストック再生・再編方針」により、個別団地の基本的類型を

位置づけており、社会・経済情勢や居住ニーズの変化等により、計画期間

中であっても、適宜、見直しを行う。 

(注 2) 団地居住者の中で、再生後も同じ団地に住み続ける人のこと。 

(注 3) 2011 年 11 月 7 日(月)に UR(西日本支社団地再生計画第 2 チーム主幹)へのヒ

アリング調査により把握した。 

(注 4) 周辺施設は尐数のサンプルに細分化してしまうため、主成分分析、クラス

ター分析により類型化したもの(「施設尐数型」、「教育関連施設充実型」、

「施設充実型」)を変数とした。 

(注5) 周辺地域と団地敷地のグラフを重ね合わせた際、座標間の長さと角度をもとにク

ラスター分析を行い、座標間の関係はクラスター①～④に分類できた。その結

果をもとにクラスターⅠは各 2 種類ずつの計 6 タイプ、クラスターⅡは 1 タイ

プ、クラスターⅢは3 タイプとした。 
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こと、「引き込み型」は団地敷地が大規模であり、周辺

地域に UR 住宅が多いこと、「開放型」は隣接する街区

が非常に大きいこと、周辺地域に公園が尐ないことが

要因であることが明らかになった(図 6.1) 
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図 4-2.1：各クラスターの特徴、模式図、典型例(団地敷地) 

図 6.1：屋外空間の配置の特徴と要因 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-2.1：各タイプの屋外空間の配置の特徴 



討議等 

 

◆討議： 鈴木先生 

 

5 章で扱っている各タイプは 10 タイプあるが、それは

どうしてか。3 章のクラスターⅠ、Ⅱ、Ⅲと、4 章のクラ

スターＡ、Ｂ、Ｃをどのように掛け合わせているのか。 

 

◆回答：3 章の散布図と 4 章の散布図を重ね合わせて、2
つの座標間の長さと角度を求め、それをクラスター分析

することにより、10 タイプに分類している。(図-1) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆討議： 横山先生 

 

 再生前より再生後の団地の屋外空間の方が良くなって

いるとは決して思えないが、あなたの考えはどうか。 

 

◆回答：団地にもよるが、再生前はフェンス等を設ける

など周辺地域から孤立していた団地が、周辺地域とつな

ごうという意識に変わり、地域の動線を団地敷地内に設

けたり、フェンス等を設けないようにしたりと良くなっ

ている団地もある。量だけみると再生前より良くなって

いる団地は尐ないが、現代の周辺地域に合った屋外空間

になっている団地はあり、そのような点に関しては良く

なっていると考える。 

 

◆討議： 横山先生 

 

 3 章の分析の指標に「アクセス性」があるが、その指

標が団地の屋外空間にどのように関係するのか。 

 

◆回答：駅が近いことにより、駅側に街角広場のような

広場を設けたり、駅側に“団地の顔”として、入口が広

い歩行者路を設けたりしている団地は実際にあり、それ

らの屋外空間の配置はアクセス性の良さが関係している

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

◆討議： 徳尾野先生 

 土地賃貸等を扱わず、土地譲渡のみを扱っている理由

は何か。 

 

◆回答：団地再生事業の実績から土地譲渡が最も多いこ

と(図-2)、また、UR の方針として、なるべく土地譲渡を

実施し、資産を民間事業者に譲渡していくという考えで

あることから土地譲渡のみを扱っている。 
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図-2：土地の使用方法(N=31)(複数カウント) 

-3.5 

-3.0 

-2.5 

-2.0 

-1.5 

-1.0 

-0.5 

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

-5.0 -4.5 -4.0 -3.5 -3.0 -2.5 -2.0 -1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 

第
二
主
成
分

第一主成分

周辺地域

団地敷地

図-1：重ね合わせの例 


